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はじめに

2 0 1 7 - 1 8年に航空宇宙・防衛業界の動きを調査した際、

Strategy&はグローバル企業が世界各国の防衛機関との関係構

築に力を入れる必要があると強く訴えた。欧米事業が安定を維持

していても、収益性の高い新規市場への進出を模索すべきだと

提言した。

国防費がどう使われるのか、多くの不確定要素があるからだ。

例えば、米ペンタゴンは、従来の長期的な兵器開発プログラムを

推進する時代に戻るのか？ それとも、もっとありそうな方向性とし

て、新しいパートナー（従来型のプレーヤーか、そうでない新規参

入企業かを問わず）を探し、画期的な技術ソリューションに投資し

て、迅速かつ低コストでソリューションを実現しようとするのか？

他の不確定要素としては、欧州各国の国防相も挙げられる。彼

らは防衛装備品に対する投資規模を拡大するために、集まって欧

州地域ブロックを形成しつつある。彼らは兵器のデジタル化と高

額兵器の調達費低減を優先度の高い課題と見なしているのだ。こ

うした変化により、従来通りに製品開発を進める航空宇宙・防衛企

業は、すっかり取り残されてしまうのではないだろうか？

R&Dのライバルが新たに出現

この業界の大半の企業にとって最も有効なのは、自社のイノ

ベーションとケイパビリティを踏まえたグローバル戦略を立案す

ることである。ただし、それは現実的だろうか？ 防衛請負企業は

かなり以前から、最もリスク回避したがる業界の一つであり、自社

株買いや配当実施によって株主への資本返還を優先するため、研

究開発（R&D）予算は得てして不足気味であることが多かった。

実際に、世界の航空宇宙・防衛産業のR&D費用を絶対額で見る

と、他の重要セクターを大幅に下回っている。イノベーションの集

約度（R&D費用の対売上高比率）でも、他産業と比べて低く、わ

ずか4.1%にとどまった（欧州では5.1%とやや高い一方、米国で

は3.6%）。対売上高比率で見れば、航空宇宙・防衛産業のR&D予

算は自動車産業と肩を並べるレベルではあるが、この業界に参入

したばかりで技術集約度の高い企業には大きく後れを取っている

（図表1参照）。

R&Dにゆっくり取り組むことは、長期的な成功を約束すること

には少なくともこれまでは繋がらなかったし、航空宇宙・防衛産業

がいま直面しているいくつかの重要な脅威を鑑みると、直近では
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日本の防衛産業よりも圧倒的に大きな事業規模を確保し、海外輸出でも先行する欧米防衛関連企業が、イノベーションの岐路に立っ

ている。それは、単に先行者ならではの悩みであるにとどまらず、防衛産業基盤の維持・強化が課題である日本企業へのヒントでもあり得

る。当社の米国防衛エキスパートが欧米防衛関連企業に抱く問題意識から、日本での防衛ビジネスの今後に向けたヒントを考えてみたい。

（庄子 玲一）
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PwCコンサルティング、Strategy&の

ディレクター。防衛、観光、医療などの

行政分野を中心に、保険、自動車、建設・

不動産などの経験を有する。分析・企画

フェーズから実行支援、成果導出に至

るプロジェクト運営に強みを持つ。

ブノワ・ロマック（PwCフランス法人

のパートナー）とバリー・ヤルゼルスキ

（PwC Strategy&のプリンシパル）も

本レポートに協力している。

PwC Strategy&のプリンシパルで、ワ

シントンDCを拠点とする。航空宇宙・防

衛業界にコンサルティング経験を有す

る。PwC米国法人の航空宇宙・防衛プラ

クティスも統括する。

PwC米国法人のプリンシパルで、シカ

ゴを拠点とする。

庄子 玲一（しょうじ・れいいち） 
reiichi.shoji@pwc.com

ランディ・スター ラリー・ジョーンズ 

図表1 : 航空宇宙・防衛企業のR&D費用、業界別で最低水準

航空宇宙・防衛 産業財 自動車 ヘルスケア コンピューター・
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それと同様か、今まで以上に繋がらないとみるべきだろう。という

のは、新規参入組の民間テクノロジー企業が有する新技術の開発

専門部隊が、大規模なうえに拡大しているため、技術革新を素早

く実現することができている。

ボーイングで30年の勤務経験があり、現在は米国防副長官を務

めるパトリック・シャナハン氏は、防衛企業が技術不足に陥りかねな

いため、対処が必要だと述べている。防衛企業はかつては軍需産

業を支配し、イノベーションでも先行していたかもしれない。しか

し、だからと言って、もっと貪欲で意志の強い競合企業との競争に

さらされないで済むというわけではない。2002年創業のスペース

Xがそのような競合企業の代表格だ。イーロン・マスク氏が率いる

同社は最新型ロケットの設計、製造、打ち上げを行っており、かつて

注：グラフ中の航空宇宙・防衛産業のR&D費用は自社資金によるR&Dだけであり、政府資金によるR&Dは含まれていない。
ドル建て数値の単位は10億米ドル。R&D集約度は、R&D支出の対売上高比率。数値は、世界の大規模上場企業1,000社が自社資金で行っているR&Dの費用。

出所：2017年グローバル・イノベーション1000調査、PwC Strategy&分析
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であればさまざまな防衛企業で分担していたであろう一連の事

業を全て担っている。同社は短期間のうちに、ブースター部分を

回収・再利用する革新的技術を実現しており、軍需産業にディスラ

プション（創造的破壊）をもたらす実力があることをすでに実証済

みだ。

また、欧米の航空宇宙・防衛企業が自国で新規参入企業としの

ぎを削る一方で、他の地域の国々は、長い歴史を誇る欧米企業が

長らく享受してきた技術的な優位性を切り崩そうと、防衛力と防

衛産業を育成している。その一部は手ごわいライバルになる可能

性がある。最近の報道によれば、中国が人工知能（AI）技術の軍事

利用に全力を挙げて取り組んでいるほか、中国とロシアが最先端

の画像技術やセンサーを用いた高度な空対空ミサイルシステム

を開発し、敵機が飛来する前に敵の攻撃を阻止しようとしている。

こうした圧力を受け、大手航空宇宙・防衛企業の経営幹部は重

大な課題に向かい合わなければならない。すなわち、設備投資と

R&D支出に関する意思決定方法を見直し、新技術やパートナー

シップへの支援を強化することで、より迅速に新製品を設計・開発

できるようにしていかなければならない。言い換えれば、息の長い

価値を創出できるような評価と戦略的な投資の選択（例えば、製

品開発、技術革新、R&Dなど）ができるように、より厳格かつリスク

を取る手法を採用しなければならないだろう。そこでは、不確実な

要素を通常の事業の一環として受け入れ、単に危険視するのでは

なく機会として見なしていくことも必要だ。同時に、特定ユーザー

のためだけにソリューションを開発するのではなく、顧客と協力し

て航空宇宙・防衛業界“以外”の技術革新を活用し、将来のプラット

フォームに適合させていかなければならない。

すでにこの方向への動きは一部に見られ始めているものの、ま

だ十分ではない。米国では大型減税で急に自由に使える資金が生

じており、航空宇宙・防衛企業の中には、R&D支出の拡大や他の

資本資産への投資に振り向けている企業もある。ただし、思いが

けず得た資金の多くを株主還元に向けてしまう企業も今も多く、

これでは将来の製品開発にはつながらない。例えば2018年には、

ノースロップ・グラマンが設備投資を11%拡大する計画を示した

ほか、レイセオンが設備投資を50%増やすと発表した。ロッキー

ド・マーチン（LM）は具体的な金額は明らかにしなかったが、新兵

器開発への投資を進める計画だ。ただ、こうした発表は比較的少

数にとどまっており、米国企業に限られている。また、投資拡大を

計画している企業も、他の一般的な設備投資に対してR&Dへの

直接投資をどの程度増やすのかについては言及を避けている。

さらに、防衛企業の中には、型破りなイノベーション戦略を構築

することで、自社の中核事業にはかつては入りそうもなかった新

プログラムを始動させている。米国に拠点を置くシエラ・ネバダ・

コーポレーションはブラジルのエンブラエル・ディフェンス・アンド・

セキュリティーと手を組み、米空軍など世界各国の空軍のために、

歴戦を経てきたエンブラエルの軽攻撃機A-29機を更新する。こ

の契約締結に至った背景には、従来以上に迅速に、かつ無駄をそ

ぎ落として開発できる兵器を調達しようという米空軍の取り組み

があった。また、エアバスは「クアンタム」というデジタル化プログ

ラムに新たに乗り出し、最新技術に基づく新しいビジネスモデル

の構築などを目指している。同社がクアンタムで最初に手掛けた

取り組みの一つには、極めて複雑な商用ドローンの開発がある。

狙いは、無人兵器の製品ライン強化だ。

他の航空宇宙・防衛企業は明らかに、M&Aや提携を通じてデジ

タルリーダーとしての地位を確立しようとしている。タレスはオラ

ンダに拠点を置くジェムアルトを50億ドル以上で買収し、デジタ

ル分野における自社の新しい戦略ビジョンを揺るぎないものにし

つつある。ジェムアルトはサイバーセキュリティー製品の大手で

あり、タレスはテクノロジーにおいて新しい収益源を確保するた

めに近年はM&Aを積極的に推進していた。一方、ボーイング・ディ

フェンス・スペース・アンド・セキュリティーはサーブ・グループと組

んで次期高等トレーニングシステムを構築し、現行の米空軍の

T-38機向けのシステムをT-X向けに置き換えることになると見ら

れる。このプロジェクトは、ボーイングが通例を覆して自社資金を

R&Dに投じたという点で注目に値する。

LMをはじめとする一部企業はベンチャーファンドを活用して技

術革新への長期的な戦略投資に注力している。同社のファンドの

投資対象は、アーリーステージのテクノロジー企業であり、自動運

転システムやロボティクス、サイバーセキュリティー、人工知能、ハ

イテク電子製品、センサー技術を手がけている。

あらゆる航空宇宙・防衛企業は、従来以上に将来を見据えて敏
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捷に動くことが避けて通れない。株主還元を最大化するのはもち

ろんだが、他社との差別化につながるケイパビリティを育成し、現

在と将来の顧客ニーズに対応するとともに、顧客のイノベーショ

ン創出を支援するために、各社とも資金をどう配分すべきかを決

定しなければならない。

以上のような目標を達成する投資戦略を策定するためには、

各社はどうしたらいいだろうか。最初に考えるべきこととして、戦

略上取り得る選択肢を評価するにあたって、より体系立ったアプ

ローチを採用する、ということから考えるのが良い。そこでは、自

社の現行戦略が、他に取り得る戦略と比較した際に、具体的な財

務指標（例えば、キャッシュフローや内在価値）がどう異なるのか、

という比較・分析を行うことになる。それにより、キャッシュフロー

を単に株主に還元するのではなく、先端製品の開発で活用してい

くことも可能になっていく。航空宇宙・防衛企業は、戦略投資に関

する意思決定手法に以下の要素を必ず取り入れるべきである。

• 設備投資を、リターンや自社固有の価値がどの程度高まるか、

という観点で一連の選択肢の中から選択する体系立った管理

手法。戦略的な選択肢やトレードオフを大胆に評価していくこ

ともそこに含まれる（ディシジョンツリー分析、what-i fシナリ

オ、現実的な将来環境におけるリアルオプション価値分析を活

用することにもなるだろう）。

• 年間の財務プランニングサイクルに縛られずに、一見不確実な

市場に対して大胆な戦略プロセスを通じて発揮する敏捷性。

• 自社に競争優位をもたらしている資産、市場、事業ポートフォリ

オ、テクノロジー、コアケイパビリティに徹底的に集中すること

による、コストの削減（Strategy&はこれを成長への最適化（Fit 

for Growth）プログラムと呼んでいる）。大抵の場合、R&D資金

は各事業部門に割り振られて使途を各部門の裁量に任せられ

ているのが実情で、具体的な優先事項に資金を割り当てるとい

う姿にはなっていない。

• 投資の結果、優れたイノベーションや競争優位の向上につな

がった場合、その投資を決定した経営幹部に報いる報酬・奨励

金プログラム。従来は年次業績目標（自己資本利益率、収益な

ど）を達成した場合に賞与を支給していたが、これは逆効果だ。

なぜなら、経営幹部はR&Dの縮小によるコスト削減などで企業

価値を損なっても、こうした業績目標を達成できるからだ。

• 企業文化の変革。平均的な防衛企業の従業員は世代的に中年

層に偏っており、自社開発システムの開発と保守には優れてい

るが、次第に兵器の開発・進化を牽引しつつある技術的な資質

に欠ける。

以上の点において、民間企業、とりわけテクノロジー企業は数

年先を行っている可能性があり、防衛請負企業はそれに対して、

自社単独で追いつこうとすべきではない。防衛請負企業が認識し

なければならないのは、政府は自国の優位性を迅速に確保するた

めに、独自開発ではない製品も購入し得るということだ。この問題

に対処するため、防衛請負企業は自社に必要な新しい技術を取り

込み得るスタートアップ企業と手を組むべきだ。この領域では、買

収やベンチャーキャピタル型の投資も考えられる。ボーイング、エ

アバス、LM、レイセオンはいずれもハイテク企業に出資し、サイ

バーセキュリティーや集積回路、ドローン、小型の電動航空機、拡

張現実といった分野に取り組んでいる。

結論

航空宇宙・防衛産業はいま、明らかに岐路に立っている。近年、

大胆かつ果敢というよりは、投資を抑制し慎重にやってきた航空

宇宙・防衛業界にとっては特にチャレンジングな分岐点だと言え

る。どの道を選ぶのも自由だが、実り多い将来へと至る道は、リス

ク回避姿勢の抑制を迫られる道に限られるだろう。

“Aerospace and Defense Trends 2018–19 Keeping pace with a focus on 
innovation” by Randy Starr and Larry Jones




